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○○  仕仕事事のの種種類類  
参照した調査では、仕事を大きく 13 区分に分類していますが、設置数の多い 7

区分の仕事に関して、連携の形態別に設置数を抽出すると、図表 5-2 のようにな

ります。 
 

 

連 携 の 形 態 
地域開発
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第 1 次産

業 振 興 
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一一部部事事務務組組合合  

事事 務務 のの 委委 託託  

事事務務のの代代替替執執行行  

協協 議議 会会  
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資料：『地方公共団体間の事務の共同処理の状況調（令和 3 年 7 月 1 日現在）』（総務省

自治行政局市町村課） 

一部事務組合と事務の委託は、数が多いだけではなく、広範囲の仕事を扱って

います。また、広域連合と協議会も、設置数は全体として少ないながら、幅広い

仕事を扱います。これに対し、機関等の共同設置は、仕事の範囲が特化する傾向

にあります。仕事の面からみると、第 1 次産業振興、環境衛生、防災では、一部

事務組合と事務の委託が多く、この二つが大多数を占めています。厚生福祉では、

一部事務組合が多く続いて事務の委託で広域連合、機関等の共同設置が同じくら

いの数になります。教育は事務の委託が一番多いこと、地域開発計画では一部事

務組合の他に協議会と広域連合が比較的使われていることに特徴があります。 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 5-2： 仕事の種類別設置数 
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22..他他のの法法律律にに基基づづくく連連携携  

（（11））各各種種個個別別法法にによよるる協協定定等等  

自治体どうしの連携は、地方自治法に定められた方法やかたちだけではなく、

さまざまなかたちの連携があります。また、仕事によっては、根拠となっている

法律が、その目的を実現するために、連携を認めたり促進したりするものも少な

くありません。 
平成 21（2009）年に行われた調査によると、回答 555 市区中、個別法による協

定等を締結している自治体は 362（65.2%）あり、消防組織法に基づいて消防の相

互応援協定や救急業務応援協定を結ぶ自治体が最も多く 77％を占めています。次

いで、道路法や河川法、下水道法などに基づく、自治体の境界にある道路や河川

等の管理に関する協定（18.5%）、そして学校教育法に基づき、全部又は一部児童

のための小学校事務の委託（約 13%）などとなっています。 
このほかにも、災害時の広域相互応援協定（災害対策基本法）、保育所広域入所

委託（児童福祉法）、要介護認定調査の嘱託（介護保険法）、図書館資料の相互貸

借協定（図書館法）などの事例があります。 
 
（（22））民民法法上上のの契契約約にによよるる連連携携  

法人としての自治体が互いに、自らの意思と責任で民事上の契約を結んで仕事

の一部を行う連携の方法があります。 
例えば、和歌山県北山村では、上下北山衛生一部事務組合（構成団体：奈良県

上北山村、下北山村）と民事上の委託契約を結んで、ごみの焼却処分を行ってい

ます。 
 

33..法法にによよららなないい連連携携  

（（11））政政府府のの要要綱綱にによよるる連連携携  

政府が推進する方策の要綱により自治体間で連携するかたちがあります。 
例えば、平成 20（2008）年 12 月 26 日総行応第 39 号「定住自立圏構想推進要

綱」に基づき、中心市の都市機能と周辺市町村の魅力を活用して、相互に役割分

担し、連携・協力して、全体で必要な生活機能を確保するために、中心市とその

周辺市町村が結ぶ「定住自立圏形成協定」又は「定住自立圏形成方針」があり、

令和 3（2021）年 4 月 1 日時点で、140 市が中心市宣言を行い、127 圏域が定住
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自立圏共生ビジョンを策定、また 129 圏域（542 市町村）で定住自立圏形成協定

締結又は定住自立圏形成方針を策定しています。 
 
（（22））協協定定・・覚覚書書・・申申合合せせ等等にによよるる連連携携  

法律の根拠によらない協定等による自治体間の連携は、前出の平成 21（2009）
年に行われた調査によると、回答 555 市区の 75%にあたる 415 市区が取り交わし

ており、その約 8 割にあたる 329 市区が災害対策基本法や消防組織法によらない

防災や災害時の応援に関する協定を結んでいます。このほかに、災害時応援以外

の職員の派遣や職員の交流・共同研修協定、広域救急医療、広域観光連携の推進

協定、一般廃棄物の広域処理に関する協定、ごみ処理の広域基本計画、隣接市の

火葬場利用の取り決めなどもあり、自主的で、法律によらないゆるやかな自治体

間連携の広がりがうかがわれます。 
 

地方行財政調査資料 都市版 第6426号 

『『都都市市のの自自治治体体間間のの連連携携等等にに関関すするる調調べべ  ((HH2211年年22月月現現在在))』』  
 

公益財団法人特別区協議会が、平成21（2009）年2月、一般社団法人地方行財政調査

会に依頼して行った調査結果をまとめたものです。 

調査対象自治体は、806市区（悉皆＝783市＋東京23区） 

調査票の回収は、555市区（535市、20区）から回答（回収率68.9%）を得ました。 

調査の趣旨は、次のとおりです。 

「近年における住民の日常生活圏の広域化、行政ニーズの高度化、地方分権の進展に伴い市町

村では合併が行われてきた。その市町村合併が進んだ後であっても行政能力の補完、事務の効率

的処理、広域行政の必要性の観点から事務の共同化などがさらに求められている。その中には広

域連合や一部事務組合などの現行制度もあるが、より緩やかな地方公共団体の協力体制も考えら

れる。 

そこで各地方公共団体における事務の共同処理、連携の取り組み状況等を調べ、今後の参考

とする。」 

  
 

  

調調査査資資料料のの紹紹介介 

 

◇ 一部事務組合は 98%の市区が参加 
◆「協議会」は 3 分の 2、「事務委託」は半数強の市区で実施（地方自治法第 2 編 11 章第 3 節関連） 
◇ 法律に基づく協定・契約等は消防組織法第 39 条（消防の相互応援）が最多、77%が回答 
◆ 法律の根拠によらない自主的な協定等では 8 割の市区から防災・災害時応援協定が挙がる 
◇ その他の連携では歴史・観光資源を軸とするもの目立つ 
◆ 新たな連携の予定がある 147 市区の 4 割が法律によらない自主的連携を検討 

［［調調査査結結果果ののポポイインントト］］ 
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とする。」 

  
 
  

調調査査資資料料のの紹紹介介 

 

◇ 一部事務組合は 98%の市区が参加 
◆「協議会」は 3 分の 2、「事務委託」は半数強の市区で実施（地方自治法第 2 編 11 章第 3 節関
連） 
◇ 法律に基づく協定・契約等は消防組織法第 39条（消防の相互応援）が最多、77%が回答 
◆ 法律の根拠によらない自主的な協定等では 8割の市区から防災・災害時応援協定が挙がる 
◇ その他の連携では歴史・観光資源を軸とするもの目立つ 
◆ 新たな連携の予定がある 147市区の 4割が法律によらない自主的連携を検討 

［［調調査査結結果果ののポポイインントト］］ 
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の締結又は定住自立圏形成方針を策定、また 130 圏域が定住自立圏共生ビジョン
を策定しています。 
 
（（22））協協定定・・覚覚書書・・申申合合せせ等等にによよるる連連携携  
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年に行われた調査によると、回答 555市区の 75%にあたる 415市区が取り交わし
ており、その約 8割にあたる 329市区が災害対策基本法や消防組織法によらない
防災や災害時の応援に関する協定を結んでいます。このほかに、災害時応援以外

の職員の派遣や職員の交流・共同研修協定、広域救急医療、広域観光連携の推進協

定、一般廃棄物の広域処理に関する協定、ごみ処理の広域基本計画、隣接市の火葬

場利用の取り決めなどもあり、自主的で、法律によらないゆるやかな自治体間連

携の広がりがうかがわれます。 
 

地方行財政調査資料 都市版 第6426号 

『『都都市市のの自自治治体体間間のの連連携携等等にに関関すするる調調べべ  ((HH2211年年22月月現現在在))』』  
 

公益財団法人特別区協議会が、平成21（2009）年2月、一般社団法人地方行財政調
査会に依頼して行った調査結果をまとめたものです。 

調査対象自治体は、806市区（悉皆＝783市＋東京23区） 

調査票の回収は、555市区（535市、20区）から回答（回収率68.9%）を得ました。 

調査の趣旨は、次のとおりです。 

「近年における住民の日常生活圏の広域化、行政ニーズの高度化、地方分権の進展に伴い市

町村では合併が行われてきた。その市町村合併が進んだ後であっても行政能力の補完、事務の

効率的処理、広域行政の必要性の観点から事務の共同化などがさらに求められている。その中

には広域連合や一部事務組合などの現行制度もあるが、より緩やかな地方公共団体の協力体制
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そこで各地方公共団体における事務の共同処理、連携の取り組み状況等を調べ、今後の参考

とする。」 

  
 
  

調調査査資資料料のの紹紹介介 
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◆「協議会」は 3 分の 2、「事務委託」は半数強の市区で実施（地方自治法第 2 編 11 章第 3 節関
連） 
◇ 法律に基づく協定・契約等は消防組織法第 39条（消防の相互応援）が最多、77%が回答 
◆ 法律の根拠によらない自主的な協定等では 8割の市区から防災・災害時応援協定が挙がる 
◇ その他の連携では歴史・観光資源を軸とするもの目立つ 
◆ 新たな連携の予定がある 147市区の 4割が法律によらない自主的連携を検討 

［［調調査査結結果果ののポポイインントト］］ 
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自立圏共生ビジョンを策定、また 129 圏域（542 市町村）で定住自立圏形成協定

締結又は定住自立圏形成方針を策定しています。 
 
（（22））協協定定・・覚覚書書・・申申合合せせ等等にによよるる連連携携  

法律の根拠によらない協定等による自治体間の連携は、前出の平成 21（2009）
年に行われた調査によると、回答 555 市区の 75%にあたる 415 市区が取り交わし

ており、その約 8 割にあたる 329 市区が災害対策基本法や消防組織法によらない

防災や災害時の応援に関する協定を結んでいます。このほかに、災害時応援以外

の職員の派遣や職員の交流・共同研修協定、広域救急医療、広域観光連携の推進

協定、一般廃棄物の広域処理に関する協定、ごみ処理の広域基本計画、隣接市の

火葬場利用の取り決めなどもあり、自主的で、法律によらないゆるやかな自治体

間連携の広がりがうかがわれます。 
 

地方行財政調査資料 都市版 第6426号 

『『都都市市のの自自治治体体間間のの連連携携等等にに関関すするる調調べべ  ((HH2211年年22月月現現在在))』』  
 

公益財団法人特別区協議会が、平成21（2009）年2月、一般社団法人地方行財政調査

会に依頼して行った調査結果をまとめたものです。 

調査対象自治体は、806市区（悉皆＝783市＋東京23区） 

調査票の回収は、555市区（535市、20区）から回答（回収率68.9%）を得ました。 

調査の趣旨は、次のとおりです。 

「近年における住民の日常生活圏の広域化、行政ニーズの高度化、地方分権の進展に伴い市町

村では合併が行われてきた。その市町村合併が進んだ後であっても行政能力の補完、事務の効率

的処理、広域行政の必要性の観点から事務の共同化などがさらに求められている。その中には広

域連合や一部事務組合などの現行制度もあるが、より緩やかな地方公共団体の協力体制も考えら

れる。 

そこで各地方公共団体における事務の共同処理、連携の取り組み状況等を調べ、今後の参考

とする。」 

  
 

  

調調査査資資料料のの紹紹介介 

 

◇ 一部事務組合は 98%の市区が参加 
◆「協議会」は 3 分の 2、「事務委託」は半数強の市区で実施（地方自治法第 2 編 11 章第 3 節関連） 
◇ 法律に基づく協定・契約等は消防組織法第 39 条（消防の相互応援）が最多、77%が回答 
◆ 法律の根拠によらない自主的な協定等では 8 割の市区から防災・災害時応援協定が挙がる 
◇ その他の連携では歴史・観光資源を軸とするもの目立つ 
◆ 新たな連携の予定がある 147 市区の 4 割が法律によらない自主的連携を検討 

［［調調査査結結果果ののポポイインントト］］ 
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査会に依頼して行った調査結果をまとめたものです。 

調査対象自治体は、806市区（悉皆＝783市＋東京23区） 

調査票の回収は、555市区（535市、20区）から回答（回収率68.9%）を得ました。 

調査の趣旨は、次のとおりです。 

「近年における住民の日常生活圏の広域化、行政ニーズの高度化、地方分権の進展に伴い市

町村では合併が行われてきた。その市町村合併が進んだ後であっても行政能力の補完、事務の

効率的処理、広域行政の必要性の観点から事務の共同化などがさらに求められている。その中

には広域連合や一部事務組合などの現行制度もあるが、より緩やかな地方公共団体の協力体制

も考えられる。 

そこで各地方公共団体における事務の共同処理、連携の取り組み状況等を調べ、今後の参考

とする。」 

  
 
  

調調査査資資料料のの紹紹介介 

 

◇ 一部事務組合は 98%の市区が参加 
◆「協議会」は 3 分の 2、「事務委託」は半数強の市区で実施（地方自治法第 2 編 11 章第 3 節関
連） 
◇ 法律に基づく協定・契約等は消防組織法第 39条（消防の相互応援）が最多、77%が回答 
◆ 法律の根拠によらない自主的な協定等では 8割の市区から防災・災害時応援協定が挙がる 
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22..法法にによよららなないい連連携携  

（（11））協協定定・・覚覚書書・・申申合合せせ等等  

特別区では、国民健康保険制度の保険料率などに独自の基準をつくっています。 
国民健康保険制度は、誰もが安心して医療を受けられる制度で、国などの補助

金と加入者の保険料で各自治体が運営しています。このため、保険料や給付水準

は各自治体がその事情によって決めることになっています。 
特別区では、昭和 34（1959）年 12 月の制度発足以来、東京都の調整条例によ

ってどの区でも同じ率になるように決められていましたが、平成 12（2000）年の

都区制度改革によって調整条例が廃止されたため、各区がそれぞれ決めることが

できるようになったのです。しかし、国が示す医療保険制度が動いていること等

から、保険者の再編や統合等の抜本的な見直しが行われるまでの間は、23 区の区

域内は、同じ所得、同じ世帯構成のときは同じ保険料となるように、保険料率を

共通基準として決めて、各区で条例をつくるときには保険料率をこの共通基準に

合わせるという統一保険料方式をとることを 23 区で申し合わせ、実施してきまし

た。 
法改正により平成 30 年度から、東京都が、都内すべての医療費等を賄い、それ

に充てるための納付金を区市町村ごとに請求するとともに、この納付金を区市町

村が納めるために必要な水準である標準保険料率を示すことになりました。 
これを受け、23 区では、保険料率や保険給付、保険料の減免などを共通基準と

して、原則、この基準に合わせるという統一保険料方式により運用することにな

りました。 
また、給与や任用制度などは、本来は各自治体がそれぞれ決めて実施しますが、

特別区では、採用、昇任、昇給、給料表等に特別区共通基準をつくり、23 区がお

互いに協力しながら連帯して実施しています。 
この共通基準のうち、職員の勤務条件に関することは、その条件も 23 区同一で

すので、特別区統一交渉として、各区長が指名した副区長などの交渉委員が代表

となり、特別区職員労働組合連合会と東京清掃労働組合本部との間で交渉を行っ

ています。なお、特別区職員労働組合連合会と東京清掃労働組合本部も 23 区それ

ぞれの労働組合が連合しています。 
 

（（22））そそのの他他のの連連携携  

特別区長が集まる「特別区長会」という任意団体があります。特別区長会は、

特別区どうしの連携を図り、区政の円滑な運営や自治の進展の助けになるように
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は各自治体がその事情によって決めることになっています。 
特別区では、昭和 34（1959）年 12 月の制度発足以来、東京都の調整条例によ

ってどの区でも同じ率になるように決められていましたが、平成 12（2000）年の

都区制度改革によって調整条例が廃止されたため、各区がそれぞれ決めることが

できるようになったのです。しかし、国が示す医療保険制度が動いていること等

から、保険者の再編や統合等の抜本的な見直しが行われるまでの間は、23 区の区

域内は、同じ所得、同じ世帯構成のときは同じ保険料となるように、保険料率を

共通基準として決めて、各区で条例をつくるときには保険料率をこの共通基準に

合わせるという統一保険料方式をとることを 23 区で申し合わせ、実施してきまし

た。 
法改正により平成 30 年度から、東京都が、都内すべての医療費等を賄い、それ

に充てるための納付金を区市町村ごとに請求するとともに、この納付金を区市町

村が納めるために必要な水準である標準保険料率を示すことになりました。 
これを受け、23 区では、保険料率や保険給付、保険料の減免などを共通基準と

して、原則、この基準に合わせるという統一保険料方式により運用することにな

りました。 
また、給与や任用制度などは、本来は各自治体がそれぞれ決めて実施しますが、

特別区では、採用、昇任、昇給、給料表等に特別区共通基準をつくり、23 区がお

互いに協力しながら連帯して実施しています。 
この共通基準のうち、職員の勤務条件に関することは、その条件も 23 区同一で

すので、特別区統一交渉として、各区長が指名した副区長などの交渉委員が代表

となり、特別区職員労働組合連合会と東京清掃労働組合本部との間で交渉を行っ

ています。なお、特別区職員労働組合連合会と東京清掃労働組合本部も 23 区それ
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（（22））そそのの他他のの連連携携  
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第第 66 章章  考考ええよようう自自治治ののかかたたちち  

この章では、５章までで学んだ東京 23 区のしくみの基本的な事項を踏まえて、特別区に

ついて掘り下げて考察するための素材として、特別区の自治をめぐる課題や論点の中から

3 点に絞って記述しています。 

 

      大大都都市市制制度度のの課課題題とと変変革革                   
 

11..大大都都市市制制度度ををめめぐぐるる議議論論・・論論点点  

（（11））近近年年のの動動きき  

最近ではいろいろなかたちの新しい大都市制度が提案されています。その構想

のひとつに、指定都市市長会が提案した特別自治市があります。これは、大都市

の市域では、広域の自治体・基礎的な自治体という二層制の構造を廃止し、広域

の自治体の中に含まれない自治体をつくるという構想です。この自治体のエリア

では、広域の自治体・基礎的な自治体の仕事の役割分担をなくし、全て特別自治

市が行うというものです。 
また、大阪維新の会が提唱した大阪都構想があります。これは大阪の成長を支

える都市経営の担い手となる新たな広域自治体を設置し、一方で大阪市を特別区

に分け住民に身近な基礎自治体を設置して自治機能を拡充するという考えです。

大阪都構想実現に向け、平成 24（2012）年 8 月に「大都市地域における特別区の

設置に関する法律（以下、「特例法」と略します。）」が議員立法で制定されました。

法律に従い、大阪府と大阪市の仕事の分担や財源配分及び財政調整等については

特別区設置協定書に定められ、この協定書に基づく特別区設置の賛否を問う住民

投票が平成 27（2015）年 5 月 17 日に大阪市で行われました。結果は、否決され

ました。その後、大阪府と大阪市は、平成 27（2015）年 12 月に副首都推進本部

を、平成 28（2016）年 4 月には地方自治法上の共同設置機関である副首都推進局

を設置して大阪にふさわしい新たな大都市制度の実現に向けて、特別区制度と総

合区制度の検討を行いました。平成 29（2017）年 6 月に大都市制度（特別区設置）

協議会を設置し、新たな特別区設置協定書をとりまとめました。令和 2（2020）
年 11 月 1 日、再度の住民投票で否決され、大阪市において特別区を設置しないこ

とになりました。  
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